






評価調査結果要約表 
1. 案件の概要 
国名：タイ 案件名： 基礎自治体開発計画策定能力向上プロジェクト 
分野： ガバナンス 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署： 社会開発部第一グループガ

バナンス・ジェンダーチーム 
協力金額（評価時点）：約 4,400 万円 

先方関係機関：内務省地方自治体振興局（DLA） 
日本側協力機関：滋賀県犬上郡甲良町  

 
協力期間 2003 年 7 月～2004 年 11 月 

他の関連協力：  
1-1 協力の背景と概要 
 1990 年代に急速に進んだ民主化に伴い、地方分権化推進は同国の重点政策となっている。1997 年憲法

には地方分権化に係る手続が詳細に明記された条文が盛り込まれたほか、1994 年には「タンボン評議会・

タンボン自治体法」、1999 年には「地方分権化法」が発布されている。また 2006 年までに地方自治体へ

の事務・権限委譲を実施する旨の計画が 2001 年に地方分権化委員会から提出され、閣議決定されており、

各中央省庁も地方への権限委譲を徐々に進めている。 
 タイの地方自治は二層構造を成しており、広域自治体である県が 76 ヶ所に設置されている一方、基礎

自治体は 2000 年 12 月現在でタンボン自治体（村自治体）6746 ヶ所、テーサバーン（市・町自治体）が

1129 ヶ所に設立されており、第 9 次国家経済社会開発計画（2001～2006 年）においてこれら基礎自治体

は地方開発の中心としての役割を期待されている。 
 しかし、基礎自治体の財政基盤は一般的に脆弱であるうえ人的資源の不足もあり、その運営能力は限ら

れている。また県及び郡行政との関係も体系立てられているとはいえない。さらに、地方開発計画が中央

省庁の縦割り行政下で実施されていること、住民の開発へのニーズや地域問題の把握は充分でなく、住民

の行政への参加が効果的に実施されていないことなど、基礎自治体の開発計画推進・行政問題解決におい

て抱える問題は多い。 
 JICA では 1998 年にプロジェクト形成調査「社会的弱者支援」の対象分野の一つとして本分野に係る調

査を実施し、この成果を基に 1999 年に内務省地方行政局(DOLA)から同分野に係る政策提言支援及び基礎

自治体の開発計画策定への協力要請があった。 
 この要請を受けて 2000 年に同分野への協力内容につき DOLA と協議を行った結果、「地方行政能力向

上プログラム」として実施につき同意がなされた。2000 年 12 月より派遣された企画調査員を中心に具体

的な案件形成が行われ、基礎自治体の開発計画策定能力向上に係る協力に関しては、2001 年 2 月にタイ

東部のプラチンブリ県プラジャンタカーム郡内の基礎自治体を対象に実施することで方針が固まった。

 係る方針のもと、本協力の一環として 2001 年 4 月より「開発計画策定」、2002 年 2 月より「開発業務

調整」の長期個別専門家を派遣し、また対象自治体関係者を対象とした 2 度の現地国内研修を実施した。

本プロジェクトでは、2003 年度に R/D を締結し、協力を開始した。 
  
1-2 協力内容 
(1) 上位目標 
  プロジェクトで開発された「技術と手法」によって、タイ国内の基礎自治体の開発計画策定能力が向

上する 
(2) プロジェクト目標 
  プロジェクトの対象となる基礎自治体において、地方自治体振興局（以下、DLA）がタイ国内の他地

域の基礎自治体に提供出来るような、１）住民ニーズを反映し、２）地域の有効資源を有効活用し、３）

住民間及び住民と行政間で共有された開発の展望を具現化し、４）計画策定に係る明確な情報と論理的

根拠を有する、開発計画の策定のための「技術及び手法」が開発される 
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(3) アウトプット 
① 開発計画策定に係る以下の項目を考慮した、住民参加の適正な技術や手法が開発及び導入される 

１） 村落情報の収集と分析 
２） 村レベルにおける住民ニーズの明確化と開発ビジョンの策定 
３） 開発計画策定のための自治体の各事業の分析、優先付け、調整 
４） 自治体レベルでの開発ビジョンの策定 
５） 住民による自治体実施事業のモニタリング・評価とその結果の開発計画策定への活用 
６）自治体主導による住民参加型集会のファシリテーション 
② 明確な住民ニーズと村落資源を反映した開発計画策定するための村落情報へのアクセス、分析、活用

を図る技術と手法が開発、導入される 
③ DLA がプロジェクト成果をタイの基礎自治体に広く普及するための手法を獲得する 
 
(4) 投入（評価時点） 

日本側： 
 専門家派遣：長期専門家 2 名（個別専門家：開発計画、開発計画調整） 

 短期専門家 7 名 
研修員受入 40 名（国別研修） 

相手国側： 
 カウンターパート配置 14 名（延べ）、 ローカルコスト 約 181 万バーツ 

 2. 評価調査団の概要 
調査者 総括：生江 明 日本福祉大学 福祉経営学部教授 

評価(地方行政)：斉藤 友之 日本福祉大学 経済学部学部長補佐 

協力企画：木全 洋一郎 JICA タイ事務所 

評価分析：飯田 晴海 グローバルリンク 株式会社  
調査期間  2003 年 7 月 21 日～2004 年 11 月 24 日 評価種類： 終了時評価 
3. 評価結果の概要 
3-1 実績の確認 
３-１-１ アウトプットの達成度 

(1)アウトプット１：開発計画策定に係る以下の項目を考慮した、住民参加の適正な技術や手法が開発及

び導入される 

村の開発に必要な情報を収集した「コミュニティー・インセプション地図」を作成し、地域内の問題

とその原因の分析等に活用して、開発ビジョンの策定が進められている。また、モニタリング・評価の

重要性は、プロジェクト・サイトの全ての自治体で認識されるようになっている。地域内の問題の解決

を目的とした様々な参加型集会が実施されており、アウトプット１は達成したといえる。 

 

(2)アウトプット２：明確な住民ニーズと村落資源を反映した開発計画策定するための村落情報へのアク

セス、分析、活用を図る技術と手法が開発、導入される 

全ての基礎自治体の助役と複数の自治体首長及び議会メンバーは、本邦で実施された国別特設研修に

参加することで、開発計画策定に於ける的確な情報分析とその活用の重要性とメリットについて、認識

している。コミュニティのニーズの分析と優先付けを行ない、年次開発実施計画の策定に活用している

ことから、アウトプット２は概ね達成したといえる。 

 

(3)アウトプット３：DLA がプロジェクト成果をタイの基礎自治体に広く普及するための手法を獲得する

DLA は、プロジェクトの成果の普及方法として、他の基礎自治体関係者に対する普及セミナーの実施、

及び DLA が全国の基礎自治体向けに発行している機関誌へのプロジェクト紹介記事の掲載を行なう予

定である。また、同様に成果の活用方法としては、DLA が作製している基礎自治体向け開発計画策定ガ

イドラインや、県レベルで実施する基礎自治体の支援を行なうファシリテーターの養成研修における、

プロジェクト作成による「技術ハンドブック」の活用を予定している。このことから、アウトプット３

は概ね達成したといえる。 

 

3-1-2 プロジェクト目標の達成度 
プロジェクト・サイト内の 10 以上の村では、コミュニティにおける問題と原因を分析し、自ら解決を

図り、相互の協力を行なうことを意図したコミュニティ開発計画を策定しており、プロジェクトを通じて

取得した「技術と手法」の活用による、計画策定に係る能力向上がなされた。このことから、プロジェク

ト目標は概ね達成したといえる。 
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3-2 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

本プロジェクトは、プロジェクト実施対象国のタイ国政府の政策や地方開発の現状とニーズと合致し

ており、また、自治体間協力は、国際協力機構の対タイ実施計画の重点分野であることから、妥当性は

高いと判断される。但し、限られたプロジェクトの投入量から、同郡内の 10 の自治体全てを対象とし

て活動は実施出来ず、活動途中で重点支援を行う自治体を４つ程度に絞り込むこととなった。目標達成

のためのプロジェクト・デザインは更なる配慮が必要であったと判断される。 

 

(2) 有効性 

本プロジェクトでは、ターゲット・グループである基礎自治体の開発計画策定に活用される「技術と

手法」を、プロジェクトの活動とそのアウトプットを通して開発することが出来たことから、プロジェ

クトの有効性は高いといえる。 

 

(3) 効率性  
本項で扱う投入は、2001 年から開始された本プロジェクトの準備フェーズも含むものとして検証を

行う。本調査にあたり、各成果の達成度及びそれらに対する投入の手段、方法、時間/期間、費用等を

検討した結果、プロジェクト全体としての効率性は適切ではあったけれども、一部の短期専門家の派遣

やプロジェクトの運営体制については更なる改善が必要であったと判断される。 

(4) インパクト 
  DLA 側の今後の「技術と手法」の普及、活用予測に関しては、プロジェクト成果普及のためのセミ

ナー開催、定期刊行物の活用を予定しており、具体的な DLA の活動への導入については内部ガイドラ

イン及び研修教材への活用が検討されている。更には、後述するとおり、同「技術と手法」の活用に関

する省令化も検討することとしている。これらのことから、今後、DLA が、基礎自治体の開発計画策

定能力向上のために、プロジェクトの成果である同「技術と手法」を活用していく確率は非常に高いこ

とから、上位目標を達成する見込みが十分ある。 
 
(5) 自立発展性 

自立発展性について、カウンターパートである DLA による「技術と手法」の活用見込みを中心に検

討した結果、現時点では高いと見込まれた。 
  
１）政策及び制度的自立発展性 

タイ国では中央政府による地方分権推進のためのプログラムが実施されており、この方向性は今後も

維持され、中央政府から地方への権限委譲が引き続き、実施に移されていくこととなっている1。基礎

自治体は、住民に最も近い位置で行政サービスの提供が期待されている一方で、組織的能力の向上は、

今後も引き続き求められており、中央政府からの支援の対象となっている。 
カウンターパートである DLA は、中央政府における地方自治体行政の所管官庁として、今後も基礎

自治体の開発計画策定における制度構築と能力向上に係る支援を行うこととなっており、プロジェクト

が開発した「技術と手法」の活用における政策的、制度的な自立発展性は確保されていると云える。

 
２）組織及び財政的自立発展性 
  DLA は、2004 年 11 月中に主に内務省の職員、基礎自治体関係者を対象に、プロジェクト成果と開

発された「技術と手法」の広報、普及を目的としたセミナーの開催を予定している。また、同「技術と

手法」の具体的な活用について、プロジェクトが作成した「技術ハンドブック」を、DLA が作成して

いる基礎自治体の開発計画策定ガイドライン及び県レベルで実施している基礎自治体を支援するファ

シリテーター養成研修において活用していくこととしているが、これらは既存の業務の範疇であり、組

織や財政面について特別の措置を行うものではない。但し、今後、プロジェクトの成果を同局の省令や

規則に反映される場合には、何らかの対応がとられることも可能性としては有り得る。 
 

                                                           
1 首相府地方分権化委員会とのインタビューより。 
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３）技術的自立発展性 

国別特設研修への参加を通じて、カウンターパートである DLA 職員は、地域開発における住民参加の

重要性や本プロジェクトのコンセプト等を十分に理解するに至っている。そのうえで、プロジェクトは、

DLA が今後の他の自治体へ「技術と手法」を普及する際の支援教材として、「技術ハンドブック」及び

Video-CD に取り纏めている。今後、上述の基礎自治体の開発計画策定ガイドラインや基礎自治体支援フ

ァシリテーター養成研修の実施において、これらの教材が活用されることとなっており、技術的な自立

発展性が確保されている。 

 

４）プロジェクト・サイトにおけるプロジェクト効果の持続性 

現在、少なくとも４つの基礎自治体において、プロジェクトの実践経験を通じて、プロジェクトが導

入を図った「技術と手法」を自ら活用するまでに至ったことを確認した。これらの地域では、自治体の

首長や助役等の関係者、住民側のリーダー（村長や地区長）及び住民自身の自治意識のレベルが高く、

今後もプロジェクトの経験を継承していくことが予想される。また、DLA 側はプロジェクト・サイトを

「技術と手法」のデモンストレーション地区として、今後も支援を継続する意向を持っている。 

 

3-3 効果発現に係る貢献・阻害要因 

以下に、プロジェクト効果の発現に特に係わりのあったと思われる貢献、阻害要因を掲げる。 

（１） 計画内容に関するもの 

ア) 貢献要因 

基礎自治体の能力開発は、中央政府にとって重要課題となっており、基礎自治体を支援する立場

にある DLA が、特に自治体の情報活用の分野について大きな関心を示した。 

イ) 阻害要因 

プロジェクトが実施されるプラチャンタカーン郡の 10 の基礎自治体において、105 の行政村と、

50,000 人の人口を越えている2。一方で、日本側の投入は長期専門家二人を機軸とした短期専門家

派遣と研修事業の実施となっていたが、活動対象の面的、量的な側面において、明らかに投入量

が限定されていたといえる。 

（２）実施にプロセスに関するもの 

ア) 貢献要因 

① 長期専門家が、現地語に堪能であり、中央政府、プロジェクト・サイトの各々のレベルで、カウ

ンターパートである DLA や、基礎自治体職員及び住民とのコミュニケーションを密接に行なわれ

たことが、各々のレベルで円滑な活動が可能となった。 

② 現地人材リソースの活用として、ローカル・コンサルタントの配置、地域大学への事業委託は、

現地の知見が十分に生かされ、プロジェクトの投入不足を補う以上の効果を示した。 

③ 滋賀県甲良町で主に行われた 3回の国別特設研修は、研修参加者の能力開発と共に、住民参加に

係る意識の転換に大きな役割を果たした。 

 

イ) 阻害要因 

プロジェクトの実施は、内務省内部の組織改編や DLA の頻繁な人事異動等の影響により合同運営協

議会が開催されないなど、実施体制の枠組みが十分に機能していなかったことから、中央政府とプロ

ジェクト・サイト間において DLA の内部（本局と郡庁）、DLA と自治体間において、十分なコミュニ

ケーションが取られない場合があり、プロジェクトの進捗の把握や、課題の検討等、関係者間の意思

確認に支障を生じた。 

 
3-5 結論 
 プロジェクトはきわめて高い成果を上げたものと認められる。プロジェクトを実施する過程で課題があ

ったものの、専門家、C/P の連携により、プロジェクトの効果発現に至った。 

                                                           
2 プラチャンタカーン郡概要 2001 年版、プラチャンタカーン郡庁 
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3-6 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
１）自治体スタッフとコミュニティ・リーダーとの合同研修の必要性 

   本プロジェクトは、地方自治体に対して、村／ムラと自治体との関係作りとなる諸活動を通じて、

地域開発の主役であるひとびとのオーナーシップ（当事者性）の尊重を図ることの大事さを強調して

きた。この意味で、公聴会議長などのコミュニティ・リーダーを入れた県・地方レベルのファシリテ

ーター養成を目指す合同研修が企画されることを提言する。そのツールとして、本プロジェクト成果

物である「ハンドブック」や視聴覚教材（ビデオ CD）が用いられることが望ましい。 

 

２）「技術と手法」普及のための DLA 独自のモデルサイトを形成すること 

   DLA はセミナーなどの「技術と手法」普及セミナーの開催をすでに計画しているが、調査団は、さ

らに DLA がその普及をより確実なものとするために、プロジェクトサイトと同様の「技術と手法」普

及の特定サイトを設置し、この「技術と手法」を適用したパイロットモデル地域として支援し、かつ

その経過に関するモニターを行うことを提言する。 
 

３）県レベルの「地域開発相談センター」の創設 

 上記の DLA モデル・サイトと連動した企画として、県内の地方自治体を対象とし、「技術と手法」

の効果的な普及を目的とする県レベルの「地域開発相談センター」の設置が考えられる。地域開発に

関わる自治体間の横へのネットワークは、それぞれの経験や課題などの情報交換を通じて形成されて

いくものと期待される。先進モデルを追いかけるだけでなく、模索を続ける自治体同士のこの横への

つながりは、自治体の成長を生み出すことが期待され、そこに DLA の本来の役割が発揮されるだろ

う。 
 
3-7 教訓 
１）本プロジェクトの意義－「公共性の社会技術」 

  本プロジェクトは、地域社会における合意形成の基盤となる情報の共有プロセスに注目した。住民自

身が自分たちの現状や問題あるいは課題を共に見出し、考えていくプロセスを積極的に作りだしていく

のが、このプロジェクトの事業プロセスでもあった。そのプロセスは、住民という外側からの規定では

なく、ある問題を考えている自分たち住民という自己規定（アイデンティフィケーション）を生むと同

時に、このプロセスを支援する地方自治体との情報の共有化あるいは信頼を生み出していった。無媒介

な信頼がそこにあるのではなく、具体的な課題を共有し、かつ、それぞれの役割と関係を明確にするこ

とで両者の協力が成立するという流れであった。 

  「技術と手法」は、この流れを人々の合意なしには進めないという社会的公平性や公正さという公共

性の基盤を形成する「技術と手法」であり、このことが単なる技術論ではなく、社会形成の理論として

現場で機能していった理由となるだろう。 

  賛成の多さを正当性の根拠とするのではなく、少数意見の反対根拠や理由を明らかにしていくことで、

合意への基盤を生み出す「公共性の社会技術」として甲良町という地方自治体が育ててきたガバナンス

哲学がこのプロジェクトの大きな支えになった。 

 社会開発領域の本プロジェクトは、外部の機材や資金を現場にもたらすことはなかったが、地域内部の

人的な資源の可能性を明らかにしてきた。このような社会開発系のプロジェクトを考える時、JICA の将

来の事業モデルとして多くの大切なポイントが含まれる本プロジェクトであるが、その第一の点がこの

「公共性の社会技術」であるだろう。 

 

２） 研修プログラムのあり方 

  研修が研修の場に終わるのではなく、研修員の帰国後をフォローすることで、研修のモニタリングを

行い次の研修を設計しなおすという発展型の研修であり、現場のプロジェクトの進捗から、研修対象者

の戦略的な選択と配置を考慮して人選が進められた。このことは、研修が研修員だけの個人的な技量ア

ップではなく、研修を共通経験として持つ人々を広げかつ深めていく装置・舞台としてこの研修が位置

づいていったことをも意味する。地域の社会構造に対する働きかけという本プロジェクトの困難な課題

は、きわめて多くの検討課題をわれわれにもたらしたが、この研修プログラムのあり方は様々なヒント

を提供している。 
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３） 地方行政と地方自治 

  中央集権国家タイにおける地方自治とは、地方分権法の存在があるにしても、予算規模、職員規模

から見ても大きなものではない。その自治権の範囲はわずかである。これに対して、中央政府の統治

機構は地方行政として草の根の地域社会にまで深く及んでいる。トップダウンの統治機能とボトムア

ップの自治機能は、全体としてはトップダウン型の統治機構の圧倒的な優勢状況を形成している。 

 こうしたタイの政治構造の中で、「公共性の社会技術」は、人々の納得する合意形成のあり方を示し、

サイトである 4自治体にその波及効果（インパクトやアウトカム）を生み出し始めた。日本の援助大

綱やグッドガバナンス型の社会開発支援のあり方として注目されるものである。 

 

４） 地域コミュニティと地方自治体 

  タイの地方行政は、今後、県合併なども含む地方再編と町村合併の推進の方向へと向かうとされて

いる（首相府分権員会）が、他方で、クム（集落）の集合体としての村、村の集合体としての基礎自

治体の住民自治機能が同時に強化されざるを得ない。公務員総数に大きな変動はない。国家公務員を

地方公務員へと身分転換することがその地方分権化の大きな中身であるからである。 

 こうした現状を鑑みるならば、開発計画の策定能力の向上という本プロジェクトの意義は、地域住民

のニーズ発見と開かれた合意形成プロセスを通じた地方自治意識の向上と、そのリアルなニーズに基

づいた行政課題の明確化という民主化の基礎であるグッドガバナンスを支援するところにあると評

価できる。 
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